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平成２１年４月２１日
総務省総合通信基盤局

料金サービス課

電気通信事業政策部会・接続政策委員会

合同ヒアリング後の追加質問に対する

各社・団体の回答
（「通信プラットフォーム市場・コンテンツ配信市場への

参入促進のための公正競争環境の整備」等関係）



1質問内容の一覧①

■プラットフォームのオープン化に関して、具体的にどのようなサービスを行うにあたり、現在のルールではどのような問題があるのか事例を交えて教えてほしい。【P5】

■日本通信のMVNOに対する今後の期待は理解できるが、現在の制度ではMVNOにより携帯市場を一層活性化することが期待できるのか。諸外国のMVNOの状況

をみてもそう楽観できるものではないのではないか？諸外国の事例から、依然として制度的な課題があるのではないのか。この点を再度伺いたい。 【P7】

■ドコモ、KDDIのコンテンツプロバイダの取り扱いについて差別的に行われている状況にあるとのお考えであれば、個別的な設備、機能ごとにご説明願います。 【P8】

■ドコモ、KDDIが設定する各種の機能利用・設備接続・登録等に係る手数料について、算定の不透明さがあるもの、算定方法自体に合理性が見受けられないもの

があるとのお考えであれば、個別的な設備、機能ごとにご説明願います。 【P8】

■著作権の保護、ネットワーク輻輳対策、個人情報の保護の目的等、機能の開放について消極的となる理由が主張されているところですが、携帯キャリアから個別

の設備、機能ごとにどのような主張があったのかご説明願います。これに加えて、そのような理由は開放をしない理由として正当と評価されているのか、また、かか

る目的を達成するために、開放することを前提として他の有効な手段があれば、ご教示ください。 【P8】

■ＰＦやコンテンツの開放について自主的に十分な取組を行っているとのご説明でしたが、拒否される場合や差別的に取り扱われているというコメントもありました。

たとえば、ＭＣＦの例示する各機能について、取扱の現状と正当と思われる拒否の理由があれば教えてください。 【P9】

■今回のヒアリングでは、総じて、ドコモ、KDDIとも自主的に十分な開放を行っているとのことでしたが、貴団体の認識とは必ずしも同一でないと思われます。これに

ついての反論があれば、個別的な設備、機能ごとにご説明願います。 【P9】

■ ３つのワイドバンドとの接続を行った経験を踏まえてネットワークの差異は大きな問題ではないとのコメントをいただきましたが、現状二種指定規制の対象である

ドコモとKDDIのネットワークはそれぞれ異なることから、一律の規制の対象とすることは適切でないとのコメントに対する評価を教えてください。ネットワークの構成や

設備の種類が異なることはあっても、必要とされる機能を切り出すことについての要望は変わらないと思われますがいかがでしょうか。要望される具体的な設備

（違いがあるのであればその点も。）やプラットフォーム機能を例示しながら、個別機能ごとにお答えいただけるとわかりやすいと思います。 【P14】

■コンテンツプロバイダは、iモードなどの日本の携帯事業者のプラットフォームに乗っかっており、ただ、その乗り方がユニークであるとコメントがありましたが、その具

体的な意味合いを教えてください。また、コンテンツプロバイダは、既存携帯事業者のシステム上でビジネスを展開せざるを得ないという面において、その展開の

幅も限定的な面がありますが、例えば、認証課金機能やそのインタフェイスを彼らに開放することによって、国民生活がどの程度よりよくなるのか、具体的なイメージ

があればご教示ください。【P15】

■モバイル・コンテンツ・フォーラムのプレゼンでは、今後コンテンツプロバイダーが自由な発想とビジネスモデルで事業展開が可能になったのか分からなかった。現

在行われているプラットフォームのオープン化でそれが保証されるのか。課金やセキュリティーといった点で、キャリヤーの力が大きく、依然課題が残っているのでは

ないか。伺いたい。 【P16】

通信プラットフォーム機能のオープン化

検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能



2質問内容の一覧②

■ MVNOのビジネスに要求されるスピード感に対応した接続手続を求めるとのご意見に関して、ドコモ等のMNOにおいては専用の問い合わせ窓口や接続約款・卸

約款の策定公表等の取組もあるところ。これでは足りない部分があるとすれば、具体的に何でしょうか、アンバンドル機能や接続料の設定等だと推測しますが、不

十分と考える理由と合わせて、個別機能ごとにご教示ください。これについて、ドコモとKDDIでも対応に異なる面があるのであれば、その点もお願いします。 【P17】

■自らプラットフォームサービスを提供する事業者の出現も踏まえたプラットフォーム機能の開放を考えていくべきとのコメントでしたが、そのようなサービス提供者と

して名乗りをあげ、実現を目指す者が本当にいるのでしょうか。７０社余りの潜在MVNOとの交渉があるとのことですが、その中に既存キャリアとは異なる別個の独自

のプラットフォームを提供したいと考えている具体的な事業者がどの程度あるのでしょうか。 【P18】

■端末で利用するアプリケーション機能については、米国において一定程度の政策的進展があったとご指摘いただいたと記憶しておりますが、具体的にどのようなも

のでしょうか。 【P19】

＜続き＞検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

■ソフトバンクからは、電話番号メール接続は、海外では当たり前なのに日本ではできないので、その実現を求める説明があった。これについてどう考えるか。実現

する際に問題はあるのか。また問題があったとしても解決できないのか。【P20】

■SMSの例ですと、日本における利用が限定的なのは自網内に閉じており、他事業者とのやり取りができないことが指摘できますが、この点の御社の取組状況を含

め、利用者利便の向上を図る観点からのコメントがあればお願いします。貴社を含むMNOは、海外では他キャリアと接続しているのに対して、我が国では自網内で閉

じなければならない理由があるのであれば、あわせて教えてください。（注：後段はＫＤＤＩのみへの質問） 【P21】

■メール転送については、利用者の利益や競争促進に資するものと思われる。これに関して事業者間協議を行っておられるとのことだが、以下の点を伺いたい。

ア）事業者間の協議だけでは解決しにくい問題はあるのか？

イ）ある場合、どのように解決していくことを考えているのか？

ウ）いつ頃を実現しようとされているのか？ 【P22】

■利用者利便を考えれば、ソフトバンクが言うように、事業者変更後のメール転送を実現することは必要と思うが、どうなのか。郵便の場合も、引っ越しをした場合に

は転送サービスがあるのだから、携帯電話でも同様のサービスをしたらどうか。【P22】

■SBMの要望に対して、ドコモからはメール転送とSMSについては事業者間で協議をしているが全社でまとまる必要ありとの発言があった。協議における主たる論点

は何でしょうか。開発投資費用の分担という問題も内包されているように思われるが、KDDIとしての懸念点があればご説明ください。また、移動体市場においては

事業者間の協議に委ねるべきであり、規制は不要とのお立場のようですが、協議がまとまりそうになければ、事業展開のスピート感に対応することも踏まえ、行政

によるルール化も必要との意見に対してコメントがあれば合わせてお願いします。 【P24】

電話番号メール接続、メール転送



3質問内容の一覧③

■テレコムサービス協会は、第三者がＮＧＮにサービスプラットフォームを構築するためのインターフェースのオープン化を要望していた。これは、すべてのインターフェー

スではなく、特定の業種や企業向けのものに限定し、かつ網に与える影響の小さいものから順次開放を求めるものであり、妥当な意見だと思う。この意見に対応し

てインターフェースをオープン化可能な部分はないのか。 【P25】

■テレサ協は、プラットフォーム機能についてのインターフェースのオープン化がされた後に、その中で新たなサービスを検討したいと主張しており、NTT東西は、提

供したいサービスについての要望を踏まえてから、オープン化を検討したいと主張しているように思える。双方のどちらが先かという問題になっている感じがする

が、NGNの機能を活用した魅力あるコンテンツやサービスが充実しているとは言えない現状を踏まえると、一刻も早くプラットフォーム機能を導入する必要があり、ま

ずはインターフェースのオープン化を検討すべきではないか。 【P25】

■固定電話では、ＧＣ接続でマイラインが実現しているように、ＮＧＮでもＧＣ接続でマイライン的なサービスを実現できないのか。何か技術的な問題があるのか。ＩＰ

網は、汎用品を使って網構築が可能であることを考えると、特注品を使うＰＳＴＮよりもネットワーク改造への対応が柔軟にできそうな印象を持つがそうではないの

か。 【P26】

■テレサ協からは、NTTの構築するNGNのプラットフォームが完成するまでの間、第三者による簡易なプラットフォームの構築ができるようなインタフェイスを設けて

ほしい旨の要望がありましたが、NTTのNGNについて、現状接続形態〈アンバンドル・インタフェイスオープン化〉では不十分と思われる点やテレサ協と同様の要望が

ありましたら、その開放によりどのようなサービスを提供しうるのかと合わせて、ご教示願います。 【P27】

検討項目２）】固定網（ＮＧＮ）の通信プラットフォーム機能

■規制対象事業者以外の事業者の設定する接続料の不当性の判断基準として、統一的なユーザ料金が設定しにくい場合ということを挙げられていますが、着信

接続料の差異を踏まえた着信先ごとのユーザ（通話）料金の設定についてはどのようにお考えですか。発生した費用に見合った個別売価を設定することは必ずしも

ユーザ利便に資しないとお考えですか（すでに自網内は無料という意味で差別化している状況も踏まえ。）。 【P30】

■既存事業者からの意見は、規制対象事業者以外の事業者においては接続料の算定根拠が不明確かつ合理的でない場合があるとも受け止められますが、貴社

を含む規制対象でない事業者の接続料設定についても適正な原価に照らして行われるべきか、貴社の考えをお聴かせください。仮に、貴社における接続料が原価

に照らして適正なものとご説明される場合には、算定根拠等のデータを踏まえたご説明をお願いします。 【P30】

接続料算定上の課題

検討項目１）】逆ざや問題



4質問内容の一覧③

■今後データ系サービスが伸びていき、音声は巻き取られていく中で、接続料の在り方についての意見があれば教えてほしい。【P31】

固定通信と移動通信の融合時代等における接続ルールの在り方

検討項目１）】今後の接続ルールとその基となるドミナント規制の在り方を検討する際の視点

■抱き合わせについて及び不当廉売（インクリメンタルが低いので長期的には不当廉売になると言っていたこと）について、詳細を出せる範囲で教えて欲しい。

【P33】

■コンピュータ業界、シリコンバレーからみて日本の通信の特殊性（特に垂直統合、ＮＧＮなどについて）について、どう考えていて、そして、今まで及び今の日本の通

信についてどのように評価しているか。また、これからの展望について聞かせて欲しい（ＩＴＵに従うべき等）。 【P33】

■斉藤先生のご発言の中に、ユニバについて言及されているものがあったが、どんなコンテンツ事業者でも自由に参入して大丈夫だと考えているか。これからの展

望（自主規制を作る等）についてどう考えているか。 【P34】

その他



5３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①

■プラットフォームのオープン化に関して、具体的にどのようなサービスを行うにあたり、現在のルールではどのような問題があるのか事例を交えて教えてほしい。

■ＭＮＯと接続されているＭＶＮＯは、プラットフォーム事業を実施しているという側面も強く、複数の携帯電話事業者や固定通信事業者と接続して、

各種の複合サービスを提供できる立場にあります。即ち、現在、日本通信をはじめとするＭＶＮＯが実施または企図しているサービスのかなりの部

分は、プラットフォーム事業としての性格を有しています。このような立場から、現在抱えている問題の例を以下に示します。これらの問題は、機能の

アンバンドル化の必要性や、算定接続料の合理性、合意に至るまでの期間の短縮の必要性など、接続ルールや接続協議の進め方などに幅広く

関係します。

ナンバーポータビリティ制度により同一番号で事業者間を移行できるようになっているが、ＳＩＭロックがかかっている端末が多いため、新たに移

動先で利用可能な端末を購入する必要がある。また、この問題が解決したとしても、端末に互換性が無く、例えばソフトバンクモバイルからＮＴＴド

コモに移行する場合、同一端末ではモバイルポータルサービスが受けられない（原理的には可能であるが、ソフトバンクモバイルがモバイルポータ

ルサービス選択設定機能を開放していないため、プラットフォーム事業者との接続ができず、サービスを受けることができない）。これらの事象が、

プラットフォーム事業の健全な発展を阻害していると考えられる。

ＮＴＴドコモにおいては、モバイルポータルサービス機能が基本的には開放されているが、新たな機能に対しては開放も情報開示もなされていない

機能が複数存在するため、唯一基本機能が開放されているＮＴＴドコモにおいても同等のサービスを提供できない。iコンシエルサービスによる電話

帳お預かりサービスや端末への情報プッシュ配信、緊急速報「エリアメール」による特定エリアへのメール一斉配信などは、それらの例である。

携帯事業者を移行する場合にメールアドレスポータビリティが提供できない。これは、ＮＴＴドコモ以外がモバイルポータルサービス機能を開放して

いないことによる。

お財布ケータイサービスのような少額決済サービスに関する機能（例えば認証サーバ機能）が開放されていないため、同等のサービスをプラット

フォーム事業者が実施することができない。この例は、支配的事業者がその支配的地位と資本力を使って、端末製造業者を系列化すると共に、決

済手段を有する会社をも実質的に支配する垂直統合モデルの一例であり、それが弊害となっていることを物語っている。

ＧＰＳを利用した位置情報機能について情報開示が不十分で、かつ開示される情報が開示対象者に対して均一ではない。当然のことながら、Ｍ

ＮＯ間の互換性はない。ＧＰＳを利用した（いわゆるＡ－ＧＰＳ利用の）位置情報機能は、ＭＶＮＯを含む多くのプラットフォーム事業者にとって利用

価値の高い機能であることから、本課題の解決は重要である。

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

日本通信

■具体的な事例については、添付の資料1（合同ヒアリングにおけるMCFプレゼン資料からの抜粋）をご参照ください。 （注：Ｐ６）

現在のルールでは、行為規制のあるのは1社であり、3社の寡占市場である移動体においてはその社会的な影響を考えると、一定のシェアがあ

る事業者にはすべて適用すべきであると考えます。また、コンテンツ配信事業者を公平に取り扱う事が公正競争のガイドラインで明記されています

が、通信事業者がプラットフォーム機能を提供しないあるいは制限する等の下位レイヤー事業者がその立場を利用して上位レイヤーの事業にレバレッ

ジを働かせることについての明確な規制がありません。

ＭＣＦ



6３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①

ＭＣＦ

●認証・課金に関する機能
認証に必要な利用者を識別する情報（ID）に関してIDポータビリティが実現され
ていないため、利用者がキャリアを変更することでコンテンツ・サービスも解約し
なければならない。また、求めるセキュリティレベルに合わせて多様な認証機能
を選択することもできない。
通信事業者以外に課金の回収代行機能が実現されていないため、クレジット
カードなどの各種決済手段を選択できるような多様性がない。また、公式サイト
ではポータル機能と一体で提供されているので、課金機能のみ分離して利用で
きない。

●コンテンツ制作に関する仕様を公開する機能
通信事業者は「端末仕様書」、「アプリ仕様書」、「ネットワーク仕様書」等の接続
の規制や、詳細仕様を公式サイト以外に開示しないため、多様な事業者が公平
にサービスを提供できない。

●コンテンツ配信に関する機能
着うたフル、動画等の特定コンテンツを配信するにはMOSサーバー等の通信事
業者の特定の配信サーバーに制限される場合があるため、配信コストが割高と
なる。

●利用者が負担する通信料金等について
コンテンツを利用する場合の利用者が負担する通信料金に関して、通信事業者
とコンテンツプロバイダが提供するにおいて差異があり公平に提供されていない
場合がある。

●PUSH型サービスに関する機能
「SMS（ショート・メッセージ・サービス）」、「EZチャンネル」、「EZニュースフラッシュ」、
「iチャネル」、「Music&Videoチャネル」、「ｉコンシェル」等のPUSH型サービスに関し
て通信事業者以外は提供できないため多様性がない。

●端末で利用するアプリケーション機能
アプリケーションに関しては、利用できる機能や配信する設備が通信事業者によっ
て制限される場合があるため、コンテンツ・サービスにあわせてアプリケーションを
利用することが制限される。

●コンテンツ・サービスのためのAPI機能
例えば、GPSを使用した位置情報API機能は、ナビゲーションサービスを行う上で
必要不可欠であるが、通信事業者からAPIが一般に開示されない場合があるため、
位置情報を利用した多様なナビゲーションサービスが提供できない。

●ポータル、ISPサービスに関する機能
現在の公式メニューやISPサービスには実質上通信事業者によるもの以外の選択
肢がなく、利用者が任意に選べないため多様性がない。

●ストレージに関する機能
メールやコンテンツ等のお預かりサービスは、通信事業者が提供するサービスのみ
であり、利用者は多様な選択肢がない。

資料１



7３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①

■日本通信のMVNOに対する今後の期待は理解できるが、現在の制度ではMVNOにより携帯市場を一層活性化することが期待できるのか。諸外国のMVNOの状況

をみてもそう楽観できるものではないのではないか？諸外国の事例から、依然として制度的な課題があるのではないのか。この点を再度伺いたい。

■単にＭＮＯ商品の再販的事業を行うＭＶＮＯに加えて、ＭＮＯと通信回線の接続を行うＭＶＮＯが増加しています。また、ふるさとケータイ事業に代

表される地域のＭＶＮＯの数も増加しています。数年前と異なり、ＭＮＯも積極的にＭＶＮＯを活用するようになり、ＭＶＮＯ市場が拡大していること

は歴然たる事実です。ＭＶＮＯがＭＮＯの設備を安いコスト（第二種指定電気通信設備を保有する事業者との接続の場合は原価＋適正利潤）で活

用できることを考えると、このビジネスモデルは極めて少ない投資で事業運営が可能な事業モデルであると言え、ＩＴや通信事業者以外の参入も見

受けられる中、ＭＶＮＯ事業全体が発展していく確度は高いと考えられます。海外においては、一部のＭＶＮＯ（例えばVirgin Mobile）を除くと事業

性が乏しかったのは事実ですが、これは音声通信を主体としたＭＶＮＯであったためです。最近の日本のＭＶＮＯは、その比較的多くがデータ通信を

主眼とするＭＶＮＯであることから、海外における過去の例と比較することは適切ではありません。一方で、最近、海外のＭＶＮＯは多様なサービス

を提供し始めています。代表例は、高齢者のみを対象とした高齢者支援ＭＶＮＯ，Ｍ２Ｍ通信のみを扱うＭＶＮＯ、欧州各国に接続点を有して、欧

州域内の広い範囲で廉価なローミングサービスを提供するＭＶＮＯ等です。

このような多様なＭＶＮＯが早く日本でも立ち上がる環境を醸成することが、日本の携帯電話事業の発展に寄与します。ふるさとケータイ事業は

その一例ですが、このような環境を早期に構築するための制度的な手当てとしては、詰まるところ、最初のご質問に対してお答えした制度の変更

（第一種指定電気通信設備制度と類似の制度の導入と当該制度適用事業者の拡大）に尽きると考えます。

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

日本通信



8３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①

■ドコモ、KDDIのコンテンツプロバイダの取り扱いについて差別的に行われている状況にあるとのお考えであれば、個別的な設備、機能ごとにご説明願います。

■添付の資料1（合同ヒアリングにおけるMCFプレゼン資料からの抜粋）にあるようにGPSのナビゲーションに必要なAPI等を含めて、コンテンツプロバ

イダに設備・機能が提供されず、差別的な取り扱いを受けている例があります。

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

ＭＣＦ

■ドコモ、KDDIが設定する各種の機能利用・設備接続・登録等に係る手数料について、算定の不透明さがあるもの、算定方法自体に合理性が見受けられないもの

があるとのお考えであれば、個別的な設備、機能ごとにご説明願います。

■添付の資料1（合同ヒアリングにおけるMCFプレゼン資料からの抜粋）にあるように配信サーバーとして特定の設備・機能の利用を義務付されてお

りますが、その必要性を含めてCPが負担するサーバー利用料金及び利用者が負担する通信料金の算定方法は一切公表されていないため、その価

格設定に合理性があるのか検証はできません。

ＭＣＦ

■著作権の保護、ネットワーク輻輳対策、個人情報の保護の目的等、機能の開放について消極的となる理由が主張されているところですが、携帯キャリアから個

別の設備、機能ごとにどのような主張があったのかご説明願います。これに加えて、そのような理由は開放をしない理由として正当と評価されているのか、また、か

かる目的を達成するために、開放することを前提として他の有効な手段があれば、ご教示ください。

■ GPSのAPIに関しては個人情報保護のため。配信サーバーを特定している理由は違法コンテンツ対策のため。等の説明がありましたが、これらのい

ずれも、利用者へ説明をして承諾をとる。あるいは合理的な基準で配信サーバーの検証を行いコンテンツプロバイダーが選択できるようにする等に

よって、設備・機能を制限しなくても懸念事項に対処することは可能だと考えます。

ＭＣＦ



9３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①

■ＰＦやコンテンツの開放について自主的に十分な取組を行っているとのご説明でしたが、拒否される場合や差別的に取り扱われているというコメントもありました。

たとえば、ＭＣＦの例示する各機能について、取扱の現状と正当と思われる拒否の理由があれば教えてください。

■当社は、従来からiモードにおいて、①コンテンツ採用基準の明確化（2001年3月～）、②ISP接続インターフェースの提供（2002年1月）、③iモード

IDの提供（2008年4月）等のオープンな取り組みを自主的に実施してきており、今後もユーザニーズや事業者要望に応じ、プラットフォームの相互

運用性・多様性の確保に取り組むことでwin-winの関係を構築できるものと期待しているところです。

こうしたプラットフォームの連携強化のための通信事業者とコンテンツプロバイダ(以下CP）等との間の協議にあたっては、各社が創意工夫によ

り差異化を図ることで、多様なビジネスモデルが構築され、市場活性化につながることが必要と考えます。したがって、事業者・CPからの要望に対

しては、ユーザニーズに基づいたビジネスベースでの判断に委ねるべきであり、また、CP等が各々の責任で事業を実施していくことが求められると認

識しています。

また、「通信事業者は契約者に対し、通信サービスの内容やその危険性につき具体性かつ十分な周知を図るとともに、その危険性の現実化を

出来る限り防止するために可能な対策を講じておくべき責務を負う」 とされたダイヤルQ2最高裁判決の趣旨及び昨今の有害サイトのフィルタリン

グの議論等を踏まえると、プラットフォームの連携強化を検討するにあたっては、 ユーザと事業者の責任関係の明確化や不正利用・過剰利用の防止、

個人情報の取り扱いにおける安全性の確保等の視点からの整理が必要であると考えます。

現在、民間ベースの協議会において、連携強化の話し合いが開始されたところですが、その中で連携を進めるべきメニューの必要性の見極めや

実現のタイミング等、具体的内容の合意形成が図られることが必要であるとともに、携帯電話事業者4社がともに実現に向けて対応することが必須

であると考えます。

また、プラットフォームの連携強化の実現にあたっては、システム開発に伴うコストが生じることが想定されることから、事業者・CPに対して応分の

コスト負担が求められるものと認識しています。

※MCF殿の例示する各機能についての当社の取扱の現状と考え方については、次ページ（注：Ｐ１０～１２）のとおり

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

ＮＴＴドコモ

■ＭＣＦ殿等から指摘のあった各機能における当社の取り組み状況は別添資料２（注：Ｐ１３）のとおりです。ＫＤＤＩ

■今回のヒアリングでは、総じて、ドコモ、KDDIとも自主的に十分な開放を行っているとのことでしたが、貴団体の認識とは必ずしも同一でないと思われます。これに

ついての反論があれば、個別的な設備、機能ごとにご説明願います。

■自主的に十分な解放がされているとご説明された設備、機能は一部であり、添付の資料1（合同ヒアリングにおけるMCFプレゼン資料からの抜粋）

における設備・機能については十分に開放されていないと考えます。 （注：Ｐ６）
ＭＣＦ
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ＮＴＴドコモ
①

（参考）MCF殿の例示する各機能についての当社の取扱の現状と考え方 （１/３）

項目 MCF殿 意見 当社の対応状況・考え方

認証・課金に関す
る機能

・認証に必要な利用者を識別する情報（ID）に関してＩＤポー
タビリティが実現されていないため、利用者がキャリアを
変更することでコンテンツ・サービスも解約しなければなら
ない

・求めるセキュリティレベルに合わせて多様な認証機能を選
択することもできない

・サービスを一つのIDで利用できるように認証基盤を仮想的に統合することは、
コンテンツ市場の活性化に資するものと考えますが、実現にあたっては、ユー
ザのIDの作成方法の秘匿性の確保や実現に向けた調整手法、コスト負担方
法の検討等の課題が存在するものと考えます。

・こうした中で、IDポータビリティの実現に向けては、通信プラットフォーム研究
会報告書を受け、「ICT認証基盤連携実証実験」の動きが開始されたところで
あり、その場にて議論されていくものと認識しています。

・コンテンツポータビリティについては、通信プラットフォーム研究会報告書にお
いて、携帯電話事業者側で対応する方法とＣＰや競争ポータルを運営するプ
ラットフォーム事業者側で対応する方法の２つが提起されており、総務省の研
究会で議論が進められるものと認識しています。

・通信事業者以外に課金の回収代行機能が実現されてい
ないため、クレジットカードなどの各種決済手段を選択で
きるような多様性がない

・当社においては、現時点、ECサイトを中心にポータルでも多様な決済手段を
認めているところであり、今後も決済手段の更なる多様化を図ることが望まし
いと考えますが、どのクレジットカード会社等と連携していくかは各ポータルサ
イトのビジネスベースの判断によるべきであり、各事業者の裁量に委ねられる
べきと考えます。

・特に、決済手段の検討に当たっては、CP、ユーザそれぞれにおいて、安心し
て課金・回収代行を任せられるかどうかといった信頼性の観点も重要であると
考えます。

コンテンツ配信に
関する機能

・着うたフル、動画等の特定コンテンツを配信するには通信
事業者の特定サーバーに制限される場合があるため、配
信コストが割高となる

・音楽ファイルや動画等の配信は、ＣＰ等自らが設置するサーバーから配信可
能であり、当社においては問題は生じていないと考えます。

３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 【別添資料】
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ＮＴＴドコモ
②

（参考）MCF殿の例示する各機能についての当社の取扱の現状と考え方 （２/３）

項目 MCF殿 意見 当社の対応状況・考え方

PUSH型サービス
に関する機能

・SMS、iチャネル、Music&Videoチャネル、iコンシェル等の
PUSH型サービスに関して通信事業者以外は提供できな
いため多様性がない

（SMSについて）

・SMSは通信ＰＦ機能ではなく、ネットワークで実現する機能・サービスであり、
議論の対象外であると考えます。

（iチャネル等について）

＜競争ポータルモデル＞

・iチャネルについては、おこのみチャネルの利用により一般ＣＰも提供可能。ま
た、新たなサービスについては、ユーザニーズや実現に必要なコスト等を踏ま
えつつ、CPからの要望に基づき検討していきたいと考えます。

＜MVNOモデル＞

・ＩＳＰ接続インターフェースにより、iモードにおける基本的機能の提供に対応し
ていますが、新たなサービス提供に伴う新機能の追加については、ユーザ
ニーズや実現に必要なコスト等を踏まえつつ、事業者からの要望に基づき検
討していきたいと考えます。

（iチャネルについては、ISP接続インターフェースにより既に対応済）

端末で利用する
アプリケーション
機能

・アプリケーションに関しては、利用できる機能や配信する
設備が通信事業者によって制限される場合があるため、
コンテンツ・サービスにあわせてアプリケーションを利用す
ることが制限される

・iアプリ等の仕様は一般に公開していますが、位置情報や電話帳データ、メー
ルデータ等、個人情報を含むデータを取り扱う一部の機能については、個人
情報を無制限に引き出すことにつながるため、ユーザ保護の観点から事前に
審査を行ったＣＰに限定して公開しています。

・また、著作権により保護されたコンテンツの仕様についても、著作権保護の観
点から、事前に審査を行ったＣＰに限定して公開しています。

コンテンツ制作に
関する仕様を公
開する機能

・通信事業者は「端末仕様書」、「アプリ仕様書」、「ネット
ワーク仕様書」等の接続の規制や詳細仕様を公式サイト
以外に開示しないため、多様な事業者が公平にサービス
を提供ができない

３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 【別添資料】
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ＮＴＴドコモ
③

（参考）MCF殿の例示する各機能についての当社の取扱の現状と考え方 （３/３）

項目 MCF殿 意見 当社の対応状況・考え方

コンテンツ・サー
ビスのための
API機能

・GPSを使用した位置情報API機能は、ナビゲーション
サービスを行う上で必要不可欠であるが、通信事業
者からAPIが一般に公開されない場合があるため、
位置情報を利用した多様なナビゲーションサービス
が提供できない

＜競争ポータルモデル＞

・個人情報への配慮から、iアプリ上では事前に審査を行ったCPのみ
GPS位置情報を送出可能としていますが、一般サイトからは送出の都
度、ユーザの同意を得ることを前提に取得可能としています。

＜MVNOモデル＞

・ＩＳＰ接続インターフェースにおいても、一般サイトからは送出の都度、
ユーザの同意を得ることを前提にGPS位置情報の取得は可能としてい
ます。 iアプリ上では事前に審査を行ったCPのみGPS位置情報を送出
可能としていますが、当該インターフェースを利用する事業者からの要
望があれば、ユーザニーズや実現に必要なコスト等を踏まえつつ、検
討していきたいと考えます。

ストレージに関
する機能

・メールやコンテンツ等のお預かりサービスは、通信事
業者が提供するサービスのみであり、利用者は多様
な選択肢がない

・既にCPが独自に画像データ等を預かるサービスを実施している例が
あり、現在でも実現は可能となっています。

・電話帳お預かりサービスは、ユーザ端末内の電話帳、画像、送受信
メールなど個人情報を扱うサービスであり、ユーザの安心・安全の観
点から、現在はドコモ自ら提供を行っています。

ポータル、ISP
サービスに関す
る機能

・現在の公式メニューやISPサービスには実質上通信
事業者によるもの以外の選択肢がなく、利用者が任
意に選べないため多様性がない

・当社はCP・ISPに対して、端末の操作設定やISP接続インターフェース
の提供により、 iモードの公式メニューと同等のポータルを構築できる
仕組みを設けており、CP・ISP自らの判断により、参入可能となってい
ます。

３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 【別添資料】



13３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①

ＫＤＤＩ
＜続き＞

■ａｕにおけるプラットフォームの運用状況 【別添資料２】

公式コンテンツ採用審査 － －
・公式サイトへの登録に特別な条件はなく、ＷＥＢで公開している「法令遵守」「24時間保守」などの基本的
な基準をクリアしていれば、原則として採用しています。

認証機能（ＩＤポータビリティ）
認証に必要な利用者を識別する情報（ＩＤ）に関して、ＩＤポータビリティが
実現されていないため、利用者がキャリアを変更することでコンテンツ・サー
ビスも解約しなければならない。

－
・コンテンツのポータビリティを可能とするかについては、当該コンテンツを提供するＣＰ殿の事業判断によるもの
と理解しています。実際に独自のシステム・ＩＤを用意してコンテンツのポータビリティを実現しているＣＰも存在
しています。

課金機能（ポータルの課金機能） －
モバイルポータルサービスにかかる設備の中には、課金機能のように、明ら
かに第二種指定電気通信設備として指定されるべき機能が包含されて
いる

・通信サービスに係る課金機能は携帯事業者のポータルとは独立しているものと考えます。

課金機能（コンテンツ情報料の回収代行）
通信事業者以外に課金の回収代行機能が実現されていないため、クレ
ジットカードなどの各種決済手段を選択できるような多様性がない。

－
・EZweb上の物販サイトについては現在でもクレジットカード等の利用も可能となっています。デジタルコンテン
ツについてもCP様やユーザーのニーズを見ながら、今後ビジネスベースでクレジットカード等の利用を可能とす
るか判断していきたいと考えております。

コンテンツ配信に関する機能
・着うたフル、動画等の特定コンテンツを配信するにはMOS サーバー等の
通信事業者の特定の配信サーバーに制限される場合があるため、配信
コストが割高となる。

－
・音楽や動画コンテンツは容量が大きいため、網への負荷や設備リソースの制約を考慮し、当社が指定する
配信サーバ（ＭＯＳサーバ）からの配信をお願いしています。

ＳＭＳのプッシュ配信 － ・当社では、現状でも法人向けに、ａｕ端末にＳＭＳをプッシュ配信できるサービスを提供しています。

ＥＺチャンネル
（パケット通信を用いた番組（動画）配信）

－
・音楽や動画コンテンツは容量が大きいため、網への負荷や設備リソースの制約を考慮し、当社が指定する
配信サーバ（ＭＯＳサーバ）からの配信をお願いしています。

ＥＺチャンネルプラス
（ＢＣＭＣＳを用いた番組（動画）配信）

－
・「ＥＺチャンネルプラス」は網の空いている時間に多数のユーザに同報でコンテンツを配信する仕組み（ＢＣＭ
ＣＳ）を用いており、、配信できるキャパシティ（番組枠）に技術上の限界があります。そのため、現在は番組登
録数が一定数見込めるものから優先的に提供しています。

端末で利用するアプリケーション機能
（BREW・JAVA）

・アプリケーションに関しては、利用できる機能や配信する設備が通信事
業者によって制限される場合があるため、コンテンツ・サービスにあわせてア
プリケーションを利用することが制限される。

－

・ＢＲＥＷアプリについては、アドレス帳等個人データにアクセス可能なため、不正プログラムの混入等により端
末機能やデータの破損を引き起こす可能性があることから、事前に当社でプログラムソースを検証し、当社の
配信サーバ（ＡＤＳ）からの配信いただいています。
・なお、ＪＡＶＡアプリについては、個人データに一切アクセスできず、端末機能等の破損を引き起こす可能性
がないため、自由にアプリを作成し、配信することが可能です。

コンテンツ・サービスのためのＡＰＩ機能
（ＧＰＳ機能）

例えば、GPS を使用した位置情報API 機能は、ナビゲーションサービスを
行う上で必要不可欠であるが、通信事業者からAPI が一般に開示され
ない場合があるため、位置情報を利用した多様なナビゲーションサービス
が提供できない。

・一部の位置情報サービス（たとえばi モードの付加サービスとして提供さ
れる位置情報サービス）については第二種指定電気通信設備であるが、
他の位置情報サービス（例えばＧＰＳ利用のサービス）は第二種指定電
気通信設備でないと認識できる例があり、現在の整理に不統一性が存
在し、かつ後者の位置情報サービスの方が広く利用されているため、合
理的な水準を越えた利益の源泉になっている可能性がある。

・従来非開示だったナビ（追跡）機能についても08年11月から公式サイト登録事業者に対してＡＰＩを開示し
ています。
・なお、位置情報は個人情報に当たるため、提供に当たっては厳重な取扱いを行うことができる事業者であ
るかを判断する必要があり、公式サイトに登録いだいた事業者に情報を提供しています。

ストレージに関する機能
メールやコンテンツ等のお預かりサービスは、通信事業者が提供するサー
ビスのみであり、利用者は多様な選択肢がない。

－
・現状でも、ユーザーのメールやコンテンツを、各CP様が独自に提供するストレージサーバに保存することは可
能です。

ポータルに関する機能 ・ａｕ端末では、ＥＺボタンの長押により接続されるサイトをユーザが任意に設定できる機能を搭載しています。

ＩＳＰサービスに関する機能

・現在市場に出回っているａｕ端末は、ＩＳＰの接続先をＥＺwebに限定する仕様となっているため、多額のコス
トをかけて全ての端末についてＩＳＰの接続先を変更できる機能を具備することは現実的ではありません。
・なお、ＭＶＮＯ等が自らＥZweb以外のＩＳＰに接続可能な端末を（知的所有権の保有者にライセンス料を
払って）調達することにより、ＩＳＰの多様化を図ることが可能です。

コンテンツ制作に関する仕様を公開する機能
通信事業者は「端末仕様書」、「アプリ仕様書」、「ネットワーク仕様書」
等の接続の制作や、詳細仕様を公式サイト以外に開示しないため、多
様な事業者が公平にサービスを提供できない。

－

・ＥＺweb上でコンテンツを作成するために必要となる基本的な情報については、ＷＥＢ上で一般サイト運営
者を含む全体に公開しています。
・公式サイト上でコンテンツを提供するために必要な情報（「料金回収代行機能」「ＥＺポータルメニュー」
「オーサリングツール」など）は公式サイト登録事業者に対して情報公開しています。

　項目 運用状況

PUSH 型サービスに関して通信事業者以外は提供できないため多様性
がない。

現在の公式メニューやISP サービスには実質上通信事業者によるもの以
外の選択肢がなく、利用者が任意に選べないため多様性がない。

ＭＣＦ殿の提案書での指摘内容 ＭＶＮＯ協議会殿の提案書での指摘内容

・現在サービス提供中のモバイルポータルサービスには（利用ライセンス料
の支払いを必要とする）第３者の知的所有権が含まれている可能性があ
り、接続事業者がこの知的所有権の扱い（ライセンス料の支払いなど）を
回避するためには、第二種指定電気通信設備を有する事業者のモバイ
ルポータルサービス用設備を利用せざるを得ない可能性があり、かかる構
成を採る場合に、当該モバイルポータルサービス用設備が第二種指定さ
れていないと、電気通信事業法第３４条３項４号が定める接続料の規
定を適用回避できる

別添資料２



14３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①

■ ３つのワイドバンドとの接続を行った経験を踏まえてネットワークの差異は大きな問題ではないとのコメントをいただきましたが、現状二種指定規制の対象である

ドコモとKDDIのネットワークはそれぞれ異なることから、一律の規制の対象とすることは適切でないとのコメントに対する評価を教えてください。ネットワークの構成や

設備の種類が異なることはあっても、必要とされる機能を切り出すことについての要望は変わらないと思われますがいかがでしょうか。要望される具体的な設備

（違いがあるのであればその点も。）やプラットフォーム機能を例示しながら、個別機能ごとにお答えいただけるとわかりやすいと思います。

■ＮＴＴドコモとＫＤＤＩは、現状では異なった国際標準を採用していますが、利用者に提供される情報伝送機能は通信速度の差を除けば同一であり、

また、アプリケーションの大半は、それぞれが採用している国際標準が定める階層（レイヤー）より上位の階層（レイヤー）で提供されるものであること

から、（通常は伝送機能を意味する“ネットワーク”という用語を使いながら、）「ネットワークが異なるので、一律の規制は適切ではない」という意見

は、意味をなさない意見であるように思えます。論理的には、ＮＴＴドコモとＫＤＤＩのアプリケーションが全く異なり、一律の規制が難しいという見方

が存在することは否定しませんが、現実の姿として、両社のアプリケーションも類似のもの（例えばiモードサービスとEzweb, ショートメールとcメー

ル）であるため、両社をネットワークやサービスの違いで規制の内容を変えることは、何ら社会的意味を持たないと考えます。少なくとも他の事業者

から見れば、相互接続点のインタフェース構造は、若干の技術的な違いはあっても機能的には何ら変わるところはありません。

上記ご質問の機能の切り出しとは、アンバンドル化する機能を指していると理解しますが、その例は以下のとおりです。

‐HLR、VLR、SCF等の３G標準上の機能

‐パケットレイヤ２レベルでの接続機能

‐モバイルポータルサービス用プラットフォーム機能

‐位置情報提供機能

‐料金情報提供機能

‐ローミング機能

‐SMS配信機能

‐パケット交換における着信機能

‐端末アクティベーション機能

これらのアンバンドル化の要望は、どちらのネットワークにおいても求められる要望です。

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

日本通信



15３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①

■コンテンツプロバイダは、iモードなどの日本の携帯事業者のプラットフォームに乗っかっており、ただ、その乗り方がユニークであるとコメントがありましたが、その具

体的な意味合いを教えてください。また、コンテンツプロバイダは、既存携帯事業者のシステム上でビジネスを展開せざるを得ないという面において、その展開の

幅も限定的な面がありますが、例えば、認証課金機能やそのインタフェイスを彼らに開放することによって、国民生活がどの程度よりよくなるのか、具体的なイメージ

があればご教示ください。

■例えば、ＮＴＴドコモのiモードの場合、そのコンテンツはchtmlというW3Cに登録されている言語を利用していますが、実際のところ、インターネットで

は通常使用されていない記述言語であるため、当該コンテンツを通常のＰＣで正しく表示することもできないし、ドコモの携帯電話でインタネット上

の標準コンテンツを正しく表示することもできません。この意味において“ユニークである”と申し上げました。

この例が示すように、世界的に確立された標準があり、それが社会に広く流布しているにもかかわらず、グローバルな事業展開性に弱い一国の

支配的企業が別の仕様を強制すると、その国独自の閉鎖的な世界が生まれることは当然の帰結です。垂直統合モデル（アウトソーシングやパート

ナーシップを嫌う自前主義のモデル）は、得てしてこのような状況に陥りやすいことを示す良い例です。この観点からも、携帯電話事業分野において

も早期に水平分業モデルに移行すること、具体的にはプラットフォーム事業者の育成や携帯電話事業者が保有するモバイルポータルサービスプラッ

トフォームの別会社化・別資本化等を早期に実施すること、あるいは端末製造業者系列化の習慣を排除すること等が肝要です。

本来的には現在のしくみでも、コンテンツプロバイダーは認証課金を自身で実施することができるので、携帯電話事業者が保有する課金認証機

能を利用できるようにすることは必須ではありません。しかしながら、中小のコンテンツ保有者は、その開発能力等の理由により、自社で当該機能

を保有するのが容易でない場合があります。従って、携帯電話事業者が課金認証機能をはじめとするプラットフォーム機能を開放することは、日本

の携帯電話事業を活性化する意味において重要であると考えます。

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

日本通信



16３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①

■モバイル・コンテンツ・フォーラムのプレゼンでは、今後コンテンツプロバイダーが自由な発想とビジネスモデルで事業展開が可能になったのか分からなかった。現

在行われているプラットフォームのオープン化でそれが保証されるのか。課金やセキュリティーといった点で、キャリヤーの力が大きく、依然課題が残っているのでは

ないか。伺いたい。

■具体的な事例については、添付の資料1（合同ヒアリングにおけるMCFプレゼン資料からの抜粋）をご参照ください。

オープン化については、現在の垂直統合型モデルの上に新しいオープン型モデルを検討していくことになると考えますが、その場合通信事業者の

プラットフォームを前提としたオープン化とならざると得ないため、事業者間の協議にすべてを委ねるのではなく、公平・公正な競争環境に実現するた

めの行政も介在したルール策定（あるいは規制）が必要であると考えます。

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

ＭＣＦ

●認証・課金に関する機能
認証に必要な利用者を識別する情報（ID）に関してIDポータビリティが実現され
ていないため、利用者がキャリアを変更することでコンテンツ・サービスも解約し
なければならない。また、求めるセキュリティレベルに合わせて多様な認証機能
を選択することもできない。
通信事業者以外に課金の回収代行機能が実現されていないため、クレジット
カードなどの各種決済手段を選択できるような多様性がない。また、公式サイト
ではポータル機能と一体で提供されているので、課金機能のみ分離して利用で
きない。

●コンテンツ制作に関する仕様を公開する機能
通信事業者は「端末仕様書」、「アプリ仕様書」、「ネットワーク仕様書」等の接続
の規制や、詳細仕様を公式サイト以外に開示しないため、多様な事業者が公平
にサービスを提供できない。

●コンテンツ配信に関する機能
着うたフル、動画等の特定コンテンツを配信するにはMOSサーバー等の通信事
業者の特定の配信サーバーに制限される場合があるため、配信コストが割高と
なる。

●利用者が負担する通信料金等について
コンテンツを利用する場合の利用者が負担する通信料金に関して、通信事業者
とコンテンツプロバイダが提供するにおいて差異があり公平に提供されていない
場合がある。

●PUSH型サービスに関する機能
「SMS（ショート・メッセージ・サービス）」、「EZチャンネル」、「EZニュースフラッシュ」、
「iチャネル」、「Music&Videoチャネル」、「ｉコンシェル」等のPUSH型サービスに関し
て通信事業者以外は提供できないため多様性がない。

●端末で利用するアプリケーション機能
アプリケーションに関しては、利用できる機能や配信する設備が通信事業者によっ
て制限される場合があるため、コンテンツ・サービスにあわせてアプリケーションを
利用することが制限される。

●コンテンツ・サービスのためのAPI機能
例えば、GPSを使用した位置情報API機能は、ナビゲーションサービスを行う上で
必要不可欠であるが、通信事業者からAPIが一般に開示されない場合があるため、
位置情報を利用した多様なナビゲーションサービスが提供できない。

●ポータル、ISPサービスに関する機能
現在の公式メニューやISPサービスには実質上通信事業者によるもの以外の選択
肢がなく、利用者が任意に選べないため多様性がない。

●ストレージに関する機能
メールやコンテンツ等のお預かりサービスは、通信事業者が提供するサービスのみ
であり、利用者は多様な選択肢がない。

資料１



17３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①

■ MVNOのビジネスに要求されるスピード感に対応した接続手続を求めるとのご意見に関して、ドコモ等のMNOにおいては専用の問い合わせ窓口や接続約款・卸

約款の策定公表等の取組もあるところ。これでは足りない部分があるとすれば、具体的に何でしょうか、アンバンドル機能や接続料の設定等だと推測しますが、不

十分と考える理由と合わせて、個別機能ごとにご教示ください。これについて、ドコモとKDDIでも対応に異なる面があるのであれば、その点もお願いします。

■ＮＴＴドコモもＫＤＤＩも巨大企業であるため、事業者間接続に関する申し込みや問い合わせ、接続約款の維持改定など、様々な業務が多数存在し、

同時並行的にこれらの業務を処理する必要から、各々の処理に一定の時間がかかることは理解できるところですが、同時に多数の要員が配備さ

れていると思えることから、さらに迅速に手続き業務等を進めることができると考えられます。ＮＴＴドコモについては、接続に関する業務改善に努

力していただいた結果、過去に比べて格段の速さで手続き等を実施していただいているところです。今後、さらに、接続申し込み手続きの簡素化

（例えば、接続帯域増設に際して、増設の度に事前調査申込書の提出を行い、初回手続きと同様の手順により処理するのでなく、簡単な様式によ

る書面により直ちに増設が決定されるなど）や接続手続きに関する対等性の確保（例えば、ＮＴＴドコモ側には手続き期間を延長する権利があるが、

接続申し込み事業者にはないなど）、接続約款の説明の充実（使用する用語に対する必要十分な定義や自己完結性の確保）、接続申し込みに対

して開発を必要とする場合の開発期間の短縮及び開発コストの最適化等が図れれば、ＮＴＴドコモ及び接続事業者双方にとっての業務効率化につ

ながると思われます。

ＫＤＤＩについても、これらの点が改善されるとさらに円滑な協議が進むと考えられますが、それ以前に、ＫＤＤＩについては、十分な情報開示がな

され、また、建設的な協議がなされる必要があります。平成１９年１１月３０日付総務大臣裁定においても指摘されているように、協議に参加する

事業者は十分な情報開示を行うと共に、迅速な協議を行うべきことが勧告されています。接続協議においては、まず、これらの点について抜本的

な改善がなされることを強く要望します。

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

日本通信



18３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①

■自らプラットフォームサービスを提供する事業者の出現も踏まえたプラットフォーム機能の開放を考えていくべきとのコメントでしたが、そのようなサービス提供者と

して名乗りをあげ、実現を目指す者が本当にいるのでしょうか。７０社余りの潜在MVNOとの交渉があるとのことですが、その中に既存キャリアとは異なる別個の独

自のプラットフォームを提供したいと考えている具体的な事業者がどの程度あるのでしょうか。

■原理的にＭＶＮＯは複数のＭＮＯと接続可能であり、かつその方が事業性が高まること、ＭＮＯが提供しないサービスを提供しようとすると、課金

認証機能のみならず、コンテンツの圧縮やＭＮＯ間シームレス移動通信などのプラットフォーム的な機能を具備しようとする事業戦略をMVNOがとる

傾向にあること、さらに、ＭＮＯのみならず固定網とも接続してＦＭＣ型のサービスを提供しているＭＶＮＯが既に存在していることを考えると、正に

ＭＶＮＯ自身がプラットフォーム事業者になり得る、若しくは既にプラットフォーム事業を営むＭＶＮＯが存在していると言えます。また、昨今、ＩＳＰがＭ

ＶＮＯ事業を開始する例が多く見受けられますが、元々ＩＳＰはプラットフォーム機能を有している業者であることから、ＩＳＰが本格的にＭＶＮＯサー

ビスを展開する可能性はかなり高いと考えられます。同様に、ＩＰ電話事業者の中にもＭＶＮＯ事業を展開し、ＦＭＣ型のＩＰ型電話サービスを提供す

ることを企図している業者も存在することから、プラットフォーム事業を運営する可能性がある企業は多岐にわたると考えられます。

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

日本通信



19３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①

■端末で利用するアプリケーション機能については、米国において一定程度の政策的進展があったとご指摘いただいたと記憶しておりますが、具体的にどのようなも

のでしょうか。

■添付の資料（通信プラットフォーム研究会の資料からの抜粋）をご参照ください。

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

ＭＣＦ
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■ソフトバンクからは、電話番号メール接続は、海外では当たり前なのに日本ではできないので、その実現を求める説明があった。これについてどう考えるか。実現す

る際に問題はあるのか。また問題があったとしても解決できないのか。

■ ユーザの利便性向上の観点及び諸外国でも相互接続が実現されていることから、現在電話番号メール接続実現に向けて携帯電話事業者4社

間で協議を進めているところです。

なお、具体的には実現に向けて以下の３点に関して検討を進めております。

・電話番号だけで送信できることから、迷惑メールが急増することが想定される。その対策については十分に考慮しなければならない。

・MNP導入以降電話番号で事業者を識別することができないことをふまえると、全携帯電話事業者が共通して取り組むことが必須であり、技術方

式が異なる事業者との接続においてサービス・技術条件のすり合わせが必要である。

・日本国内におけるメッセージサービス利用は携帯電話でのインターネットメール（iモードメール等）が主流であるが、マーケットのサイズや構造を

ふまえた協議を行うためにも電話番号メールのユーザニーズについて検証する必要がある。

（参考）

ＮＴＴドコモ

■現在の電話番号メールは自社の契約者間向けのサービスであるため、契約者数の多い事業者のユーザは利便性が高い一方で、弊社のように

新規に参入した契約者数の少ない事業者のユーザは送信相手が絶対的に少ないといった状況があります。

したがって、新規参入事業者の立場からすると、電話番号メール接続は早期に実現したいと考えますし、結果としてはモバイル市場全体の利用

者の利便性向上に寄与するものと考えます。

本件は実現に向けて事業者間にて協議中でありますが、導入にあたっては、相互に発生する各接続コストは自己負担とするなどの各社の導入が

スムーズに進むような観点も重要であると考えます。

イーモバイル

■ＳＭＳの相互接続については、既に、携帯事業者間で協議を開始しています。ただし、日本のＳＭＳは自網内のみでの利用を前提に、各社で独自

の技術及びサービス基準（文字数や課金タイミング、迷惑メール対策等）を設定して提供しているため、技術基準やサービス基準、設備改修コスト等

をどのように取り扱うかを事業者間で検討する必要があります。その際には、一部の事業者に負担が偏ることによって、ユーザーの公平性が損なわ

れることのないような考慮が必要と考えています。

ＫＤＤＩ

（委員限り）

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①
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■SMSの例ですと、日本における利用が限定的なのは自網内に閉じており、他事業者とのやり取りができないことが指摘できますが、この点の御社の取組状況を含

め、利用者利便の向上を図る観点からのコメントがあればお願いします。貴社を含むMNOは、海外では他キャリアと接続しているのに対して、我が国では自網内で閉

じなければならない理由があるのであれば、あわせて教えてください。（注：後段はＫＤＤＩのみへの質問）

■ＳＭＳの相互接続については、既に、携帯事業者間で協議を開始しています。ただし、日本のＳＭＳは自網内のみでの利用を前提に、各社で独自

の技術及びサービス基準（文字数や課金タイミング、迷惑メール対策等）を設定して提供しているため、直ちに実現可能なものではなく、技術基準や

サービス基準、設備改修コスト等をどのように取り扱うかを事業者間で検討する必要があります。その際には、一部の事業者に負担が偏よることに

よって、ユーザーの公平性が損なわれることのないような考慮が必要と考えています。

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

ＫＤＤＩ

■ SMSの相互接続は、海外ではすでに一般的に行われていることであり、先般の通信プラットフォーム研究会でもメールアドレスポータビリティの実

現方法のひとつとも考えられ、実現することは利用者利便性の向上につながるものと考えます。

本件の弊社の取組としては、すでに各社と協議を開始しているところです。利用者利便の向上を図る観点から早急に実施できるよう事業者間で

協力していきたいと考えます。

また、本件を導入するにあたっては、相互に発生する各接続コストは自己負担とするなどの各社の導入がスムーズに進むような観点も重要である

と考えます。

イーモバイル
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■メール転送については、利用者の利益や競争促進に資するものと思われる。これに関して事業者間協議を行っておられるとのことだが、以下の点を伺いたい。

ア）事業者間の協議だけでは解決しにくい問題はあるのか？

イ）ある場合、どのように解決していくことを考えているのか？

ウ）いつ頃を実現しようとされているのか？

■ ご指摘のとおり利用者の利益や競争促進に資するものであることから、実現に向けての全携帯電話事業者が取り組むべき課題について、その

解決方法を検討しなければならないと認識しております。

また、本件については通信プラットフォーム研究会報告書の中で検討することとされているメールアドレスポータビリティ※と同様な機能となるこ

とから、その検討結果を踏まえる必要があると考えます。

そのような状況下において、事業者間でのメール転送の検討を先行させた場合、二重投資となる可能性についての問題提起があったため、事業

者間で合意の上、現時点では電話番号メール接続を先行して議論しているところです。

ア）及びイ）について、現在のところ、事業者間の協議だけで解決しにくい問題はありませんが、下記のような課題があると認識しております。

・携帯電話契約がないユーザの顧客情報管理と料金回収方法
・メールアドレス登録や複数回移転した際等のユーザの具体的対応方法
・転送期間はどのくらいにするか
・サービス品質を踏まえた事業者間の運用方法
・費用負担のあり方

ウ）については、上記のメールアドレスポータビリティの検討を踏まえ、早急に実現に向けた検討を進めて行きたいと考えております。

※通信プラットフォーム研究会最終報告書（H21.1.23）より

■携帯事業者の変更を容易にする施策の検討（09年中を目途に結論）

・行政当局における検討の場（研究会等）を設置。

・携帯事業者を移行した場合のメールアドレスやコンテンツの利用の柔軟性確保の実現方策を検討。

ＮＴＴドコモ

■利用者利便を考えれば、ソフトバンクが言うように、事業者変更後のメール転送を実現することは必要と思うが、どうなのか。郵便の場合も、引っ越しをした場合には

転送サービスがあるのだから、携帯電話でも同様のサービスをしたらどうか。

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①
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■ 事業者間協議においては、消費者利益よりも事業者間の競争上の利害が一般的に優先されがちです。したがって、メール転送等、競争促進に

寄与するサービスについては、競争促進を望まない事業者もあり、その実施有無等について事業者間で合意を得にくい状況にあると考えられます。

事実、メール転送や電話番号メール接続について昨年10月より事業者間協議を実施していますが、約5ヶ月間表面的な協議に終始し、実質的

に議論の進展が無い状況です。このままでは、消費者不在の議論が長期化し、いたずらに時間が経過してしまうだけのため、行政等が消費者の

立場に立ち、仲介役として目標とする実施時期の決定等について方針を決定して頂きたいと考えます。

なお、弊社プレゼン資料でお示ししたとおり、メール転送については比較的簡易な仕組みにより、早期の実現が可能であると考えていますが、具

体的な実現時期については、他社のご判断にも依存するため、弊社ではお答えいたしかねる状況にあります。

ソフトバンク

■ ご質問のとおり、メール転送は、利用者利益と競争促進の観点の双方から検討に値すると考えます。

ア）事業者間の協議だけでは解決しにくい問題はあるのか？

メール転送は、弊社のような新規参入事業者にとっては顧客流動性を高めるため、存するメリットは明確ですが、すでに多くの契約者を有して

いる事業者にとっては基本的に自社の解約者向けサービスとなるため、導入のインセンティブが働きにくく、事業者間の利益が一致しづらい傾向が

あると考えます。

イ）ある場合、どのように解決していくことを考えているのか？

ウ）いつ頃を実現しようとされているのか？

上記のとおり、事業者間の協議では解決が難しい側面があると考えます。

そのため、先般の通信プラットフォーム研究会報告書にて示され、今後設置が予定されている「携帯事業者の変更を容易にする施策の検討」に

係る研究会等のオープンな場において検討することも有益と考えます。

その検討にあたって、新規事業者の立場としては、モバイル市場において健全な競争を促進させるためには、ドミナント事業者に対して先行的に

メール転送を義務付けすることなど非対称規制の導入についても検討に値すると考えます。

イーモバイル

■Ｅメールの転送に関しては、事業者間での協議が緒についたところですが、例えば、第三者が無断で他人のメールを転送できないセキュリティの高

いシステムを構築しなければ、かえってお客様の利便性の低下を招くことになります。そのため、上記のようなサービスの検討においては、必要なス

ペックと、最終的にはお客様に負担いただくことになる設備改修等のコストとのバランスに配慮し、最もお客様の利益に適う方法を慎重に判断する

必要があると考えます。

ＫＤＤＩ

３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①
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■ SBMの要望に対して、ドコモからはメール転送とSMSについては事業者間で協議をしているが全社でまとまる必要ありとの発言があった。協議における主たる論点は

何でしょうか。開発投資費用の分担という問題も内包されているように思われるが、KDDIとしての懸念点があればご説明ください。また、移動体市場においては事業

者間の協議に委ねるべきであり、規制は不要とのお立場のようですが、協議がまとまりそうになければ、事業展開のスピート感に対応することも踏まえ、行政による

ルール化も必要との意見に対してコメントがあれば合わせてお願いします。

■前述のとおり、ＳＭＳの相互接続やＥメールの転送については既に事業者間の協議が開始されているところですが、どのような方法が最もお客様

の利益に適うかについては、市場の自由競争のなかで、各事業者がお客様利便の実現とコストのバランスを考慮しながら判断することであると考え

ます。

ＫＤＤＩ

【検討項目１）】移動網の通信プラットフォーム機能

３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化①
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■テレコムサービス協会は、第三者がＮＧＮにサービスプラットフォームを構築するためのインターフェースのオープン化を要望していた。これは、すべてのインター

フェースではなく、特定の業種や企業向けのものに限定し、かつ網に与える影響の小さいものから順次開放を求めるものであり、妥当な意見だと思う。この意見に

対応してインターフェースをオープン化可能な部分はないのか。

■当社のＮＧＮは、通信サービスを実現するための機能が中心になっておりますが、これは、現時点では国際的に標準化されたインタフェースが電

話サービスのＮＮＩ及びＵＮＩであることも影響しています。ＮＧＮは他社と接続することを前提としたネットワークであり、より多くの方々と円滑な接続

を実現するためには、そのインタフェースは国際標準によることが望ましいと考えます。

こうした環境下ではありますが、当社は、コンテンツ・アプリケーションプロバイダー様等に多彩なサービスを提供していただけるよう、標準化され

たＵＮＩをベースにサーバを設置される方へのインタフェースとしてＳＮＩを準備し、ＩＴＵに働きかけを行い国際標準といたしました。現在、約１２０社の

方々から様々なビジネス創出に向けた相談を受け、対応するとともに、次世代共創フォーラムを立ち上げ、約４８０社、約８７０人の方々と様々な意

見交換等を行っています。

当社としては、当社のＮＧＮ上でできる限り早期にお客様が多様なサービスをご利用していただけるよう、当面は、現在標準化が進んでいるＵＮＩ

やＳＮＩの機能をより充実させていく考えであり、具体的なご要望をお聞かせいただければ、積極的に対応していく考えですので、コンテンツ・アプリ

ケーションを提供する事業者様におかれましては、是非、こうしたＵＮＩやＳＮＩの機能を活用してプラットフォーム機能の構築を進めていただきたいと

考えます。

他方、テレコムサービス協会様からご要望をいただいているＡＮＩやＩＳＣのオープン化については、テレコムサービス協会様もご認識されているとお

り、ＡＮＩは、ＩＴＵにおいて基本的な機能概要が規定されているだけで具体的なインタフェース条件の標準化に関する議論は進んでおらず、また、ＩＳＣ

は、ＮＧＮ網内の機能分担モデル上の規定点であり、現時点では外部とのインタフェースが策定可能かどうかも含め不明な状況です。

このようにＡＮＩ等の国際的な標準化が進展せず、国際的にもＮＧＮにプラットフォーム機能を作りこむのはこれからという段階において、日本独

自の仕様でＮＧＮにプラットフォーム機能を開発することは、時間がかかるとともに、利用が国内に限定され機器やソフト開発等がコスト高となるリス

クが高いことから、今後、国際的な標準化動向を踏まえて検討していく必要があると考えます。

なお、プラットフォーム機能については、将来現れるサービスの芽を摘むことがないように、あらかじめ規制するのではなく、事業者間の創意工

夫に委ねることが重要であると考えます。

【検討項目２）】固定網（ＮＧＮ）の通信プラットフォーム機能

ＮＴＴ東日本
・

ＮＴＴ西日本

■テレサ協は、プラットフォーム機能についてのインターフェースのオープン化がされた後に、その中で新たなサービスを検討したいと主張しており、NTT東西は、

提供したいサービスについての要望を踏まえてから、オープン化を検討したいと主張しているように思える。双方のどちらが先かという問題になっている感じがす

るが、NGNの機能を活用した魅力あるコンテンツやサービスが充実しているとは言えない現状を踏まえると、一刻も早くプラットフォーム機能を導入する必要があり、

まずはインターフェースのオープン化を検討すべきではないか。



26３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化②

■固定電話では、ＧＣ接続でマイラインが実現しているように、ＮＧＮでもＧＣ接続でマイライン的なサービスを実現できないのか。何か技術的な問題があるのか。ＩＰ網

は、汎用品を使って網構築が可能であることを考えると、特注品を使うＰＳＴＮよりもネットワーク改造への対応が柔軟にできそうな印象を持つがそうではないのか。

■マイラインは、アクセス設備が当社の固定電話しかなく、他事業者様が当社の固定電話と接続して中継電話サービスを提供していた時代に、中

継電話サービスの競争を促進する観点から導入されたものであると認識しています。

しかしながら、その後、固定電話市場においても、ＣＡＴＶ電話やドライカッパ電話等の直収電話サービスの登場により、他事業者様は独自のネッ

トワークを構築し、当社の固定電話に依存することなく、お客様を獲得できる競争に変容してきており、マイラインの契約者数自体、減少しています。

まして、ブロードバンド市場（ＩＰ電話市場）では、ＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶ、ＷｉＭＡＸ等の高速無線アクセスなど、多様なアクセス手段が存在しており、

他事業者様は、ＮＧＮ等当社のＩＰネットワークに全く依存することなく、ＩＰ電話を含めたブロードバンドサービスを提供しています。特に、首都圏（関

西圏）では、アクセス回線を含め熾烈な設備ベースの競争が展開されています。

このように、ブロードバンド市場（ＩＰ電話市場）における競争構造は、マイラインを中心としたＰＳＴＮの競争構造とは大きく異なっており、ＮＧＮに

ＰＳＴＮ時代に導入されたマイラインを導入する必要はないと考えます。

仮に、当社のＮＧＮにマイラインやＧＣ接続等を導入するとした場合には、現在、ＮＧＮの収容ルータには振り分け機能がないことから、多額の費

用をかけて特注のルータや装置等を開発・導入する必要があると想定され、コスト高となり、低廉なブロードバンド（ＩＰ電話）サービスの提供に支障

が生じることから、ＮＧＮにマイラインを導入することは適切ではないと考えます。

【検討項目２）】固定網（ＮＧＮ）の通信プラットフォーム機能

ＮＴＴ東日本
・

ＮＴＴ西日本



27３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化②

■テレサ協からは、NTTの構築するNGNのプラットフォームが完成するまでの間、第三者による簡易なプラットフォームの構築ができるようなインタフェイスを設けて

ほしい旨の要望がありましたが、NTTのNGNについて、現状接続形態〈アンバンドル・インタフェイスオープン化〉では不十分と思われる点やテレサ協と同様の要望が

ありましたら、その開放によりどのようなサービスを提供しうるのかと合わせて、ご教示願います。

■情報通信審議会答申「次世代ネットワークに係る接続ルールの在り方について（平成２０年３月２７日）」において、「ＮＧＮの収容ルータに収容さ

れるＦＴＴＨユーザは、コア網としてＮＧＮ以外の網を選択することができない状況となっている」と述べられているとおり、NGNユーザは他に選択肢

がないためにＮＴＴ東・西のサービスを利用しているに過ぎません。

NGN配下に収容されているユーザのサービス選択肢を確保するため、ＮＴＴ東・西のNGNは、ユーザが競争事業者のサービスを選択可能となるよう

な相互接続条件を前提として、設計・運用・構築される必要があると考えます。

なお、ＮＧＮは発展段階にある技術であり、今後、現在想定していない接続形態でサービスが提供される可能性があることから、接続事業者から

新たな要望があった場合には、アンバンドル等の必要性を検討し、必要性が認められた場合には適時適切に対応することが必要です。

【検討項目２）】固定網（ＮＧＮ）の通信プラットフォーム機能

ＫＤＤＩ

■固定電話におけるマイライン利用者が複数の事業者を選択し得るように、NTT東西殿のNGN利用者においても複数の事業者のネットワークを選択

し得るサービスを提供可能とすべく、NTT東西殿のNGNのアンバンドルを図るべきと考えます。これにより、NTT東西殿のNGN利用者はNTT東西殿の

ひかり電話以外のIP電話サービスを利用することが可能になると考えます。

また、テレサ協殿の要望と同様に、現状の「SNI」のオープン化にとどまらず、QoS（品質確保）機能のアンバンドル化、顧客管理（セキュリティ確保）

や課金請求等の機能のオープン化を行うことで、地上デジタル放送等の映像配信サービスだけでなく、SNSやSaaS等のインターネット上でのサービ

スをより安全に提供することが可能になると考えます。

ソフトバンク

■ NGNにおける新たな接続形態として、各NTT東西-GC局におけるNGNフレッツネクストとの接続を要望させて頂いております。

※【参考資料】 NGNのアンバンドル例（GC接続） （注：Ｐ２９）

本接続の実現によって、現行のADSL接続事業者は既存のNWを活用しフレッツネクストユーザにインターネット接続機能の提供が可能となり、

PSTNからIP網への移行検討がスムーズに行うことができると考えます。あわせて、現在NTT東西殿の独占化が強まっているFTTH市場における競

争活性化による市場拡大にもつながると考えます。

このように事業者が柔軟なネットワークを構築できる環境を整備することが、シンプルで安い高速インターネット接続から様々な機能を付加した

高品質なネットワークまで、利用者にとって様々なサービスを選択できることにつながると考えます。

イーモバイル



28３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 （１）通信プラットフォーム機能のオープン化②

■IP等のパケット通信においては、通信の品質制御機能等は、パケットのヘッダー情報等に基づき、伝送路であるルータやサーバ等の装置によっ

てなされています。従って、このような新しい通信網、例えばNGNにおいては、プラットフォームの開放というのは、どのようなヘッダー情報がある場合

に、ルータやサーバがどのような挙動をとるか、といった情報の開放になります。

ただし、NGNを通っている間、実際のIPパケットは、別のパケットをトランスポーターとして使っていると考えられるので、このトランスポーターであ

るパケットを始終端している設備があるはずです。これを開放する、即ち多事業者がこの設備を持つことが、より現実的なプラットフォーム開放になる

と考えます。

当社がNGNへの接続をお願いするとしたら、NGN区間を運ぶトランスポーターであるパケットの始終端設備のNGN側を相互接続点とします。また、

当該始終端装置がやりとりするためのトランスポーターパケットの定義、即ち、ヘッダーにどのような情報があれば、NGNはどのようにそのトランス

ポーターを運ぶのかについての情報開示をお願いします。

日本通信
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イーモバイル

【ＮＧＮアクセスネットワークのアンバンドル（GC接続）イメージ】

３．通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ市場・ｺﾝﾃﾝﾂ配信市場への参入促進のための公正競争環境の整備 【別添資料】
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各GC局

メタル回線

フレッツネクスト
回線

インターネット

接続事業者
ネットワークセンター

接続事業者側よりIPアドレス払い出し

接続事業者は既存設備を活用しフレッツネクストユーザに
インターネット接続機能を提供

現在 ADSL－NW構成

NGN GC接続構成

IP電話は、NTT東西のサービスが利用可能でも良い

POI

ISP



30４．固定通信と移動通信の融合時代等における接続ルールの在り方 （１）接続料算定上の課題①

■規制対象事業者以外の事業者の設定する接続料の不当性の判断基準として、統一的なユーザ料金が設定しにくい場合ということを挙げられていますが、着信

接続料の差異を踏まえた着信先ごとのユーザ（通話）料金の設定についてはどのようにお考えですか。発生した費用に見合った個別売価を設定することは必ずしも

ユーザ利便に資しないとお考えですか（すでに自網内は無料という意味で差別化している状況も踏まえ。）。

■当社は、お客様の声に基づき、番号ポータビリティ導入以降番号による着信事業者の識別も出来ない状況を踏まえ、ユーザ利便性の観点から

着信事業者によらない統一的なユーザ料金を提供しております。

ご指摘の｢発生した費用に見合った個別売価を設定すること｣は、他事業者の透明性に欠ける高い接続料を容認する一方で、自らのユーザ料金

を高くする、即ちツケをお客様に回すことにつながり、電気通信事業の発展の観点からも大きな問題と考えます。

以上のことから、着信接続料の差異を踏まえた着信先ごとのユーザ（通話）料金の設定については、ユーザ利便に資さないと考えております。

【検討項目１）】逆ざや問題

ＮＴＴドコモ

■既存事業者からの意見は、規制対象事業者以外の事業者においては接続料の算定根拠が不明確かつ合理的でない場合があるとも受け止められますが、貴社

を含む規制対象でない事業者の接続料設定についても適正な原価に照らして行われるべきか、貴社の考えをお聴かせください。仮に、貴社における接続料が原価

に照らして適正なものとご説明される場合には、算定根拠等のデータを踏まえたご説明をお願いします。

■ 弊社は第二種指定電気通信事業者ではなく規制対象ではありませんが、英国におけるコストモデル議論を参考に、外部機関に委託の上、コスト

ベースでの接続料算定をすでに行っており、接続料が適正な原価に照らして行われるべきであるということには賛成です。

今後の接続料の在り方に関しては、フェアで透明な接続料算定についてオープンに議論の上、システムの違いや周波数帯の違い等の事業者間の

差異が十分考慮されたものとする必要があるものと考えます。

また、データ系のトラヒックの増進については、第2回ヒアリング（2009年3月16日）のプレゼンテーション資料においても記載したとおり、公平な接

続料算定を行っていく上で重要な論点の一つになるものと考えます。なお、データトラヒックが増加したとしても、音声トラヒックがそれに巻き取られ

ることはない為、音声サービスを提供する上でのコストに基本的に大きな変動はなく、主要なコスト要因であり続けるものと考えられます。

なお、固定系接続料の原価の適正性については、過去幾度も指摘させて頂いておりますとおり、十分なレベルでの説明を頂けておらず、また第

2回ヒアリング（2009年3月16日）時にも示したとおり国際的にも高いとの認識であり、弊社としても到底納得できるものではありません。NTTの独占

性を考慮すると今回の見直しの中で固定接続料に関する議論を優先的に扱って頂く必要があると考えます。

ソフトバンク



31４．固定通信と移動通信の融合時代等における接続ルールの在り方 （２）固定通信と移動通信の融合時代等における接続ルールの在り方①

■今後データ系サービスが伸びていき、音声は巻き取られていく中で、接続料の在り方についての意見があれば教えてほしい。

■現在、パケット通信においては、携帯電話事業者間の直接的な相互接続はありません。（インターネット経由での接続）

一方、当社はＭＶＮＯ向けにパケット通信の接続料を設定しておりますが、この場合であっても 「適正な原価＋適正な報酬」に基づき、金額を算定

し接続約款で公表しております。この接続料についても、音声同様に算定方法・ルールを明確化した上で、全事業者に統一的に適用すべきと考え

ております。

【検討項目１）】今後の接続ルールとその基となるドミナント規制の在り方を検討する際の視点

ＮＴＴドコモ

■ご指摘の点については、接続料のみではなく、今後の移動体サービス全般の在り方について料金面や技術面を含む総合的な検討が必要と考えま

す。また、固定通信・移動通信の融合時代においても、市場競争が機能する環境が担保されるよう配慮することが必要です。
ＫＤＤＩ

■弊社は第二種指定電気通信事業者ではなく規制対象ではありませんが、英国におけるコストモデル議論を参考に、外部機関に委託の上、コスト

ベースでの接続料算定をすでに行っており、接続料が適正な原価に照らして行われるべきであるということには賛成です。

今後の接続料の在り方に関しては、フェアで透明な接続料算定についてオープンに議論の上、システムの違いや周波数帯の違い等の事業者間の

差異が十分考慮されたものとする必要があるものと考えます。

また、データ系のトラヒックの増進については、第2回ヒアリング（2009年3月16日）のプレゼンテーション資料においても記載したとおり、公平な接

続料算定を行っていく上で重要な論点の一つになるものと考えます。なお、データトラヒックが増加したとしても、音声トラヒックがそれに巻き取られ

ることはない為、音声サービスを提供する上でのコストに基本的に大きな変動はなく、主要なコスト要因であり続けるものと考えられます。

なお、固定系接続料の原価の適正性については、過去幾度も指摘させて頂いておりますとおり、十分なレベルでの説明を頂けておらず、また第

2回ヒアリング（2009年3月16日）時にも示したとおり国際的にも高いとの認識であり、弊社としても到底納得できるものではありません。NTTの独占

性を考慮すると今回の見直しの中で固定接続料に関する議論を優先的に扱って頂く必要があると考えます。（再掲）

ソフトバンク

■今後、IPネットワーク上におけるVoIPサービスの導入が進む場合においても現状のように事業者間で接続料の精算が発生する限りは、今回提起

されているような接続料にかかる課題は解決しないと考えます。

また、将来的に、通信料の定額制が一般的になるような場合には、ぶつ切り方式等の導入の検討も有用であると考えます。

イーモバイル



32４．固定通信と移動通信の融合時代等における接続ルールの在り方 （２）固定通信と移動通信の融合時代等における接続ルールの在り方①

■携帯電話の世界でも、今後、回線交換音声通話はパケット化されたＩＰ電話型の音声通話に移行するものと考えられます。通信品質の面からは、

固定網を前提に設定された現在のＩＰ電話品質規定をそのまま移動通信に適用して固定網と同一品質を求めることは困難であることから、移動通

信用“ＩＰ電話品質規定”を制定する必要があると考えますが、サービスの方向がＩＰ電話的通信に移行することは間違いありません。この点も含め

て、すべての通信はデータ系サービスが主体になっていくと考えられます。

かかる状況の中、接続料や接続ルールの観点で検討すべき課題は以下のとおりです。

①網構成の最適化：

本来的には、網構成や設備の選択はＭＮＯの意思において決定・実施するべきことですが、不合理な技術の採用や網構成の選択は無意味

な接続料の高騰を招くことから、これらの課題について、第三者との協議の場を設ける、長期増分費用方式を適用するなどの施策が必要である

と考えます。

②品質規定の明確化、帯域保証及び優先接続：

現在の移動通信網の研究開発や標準化においては、特にパケット網における品質規定が不明確であり、また、パケットの帯域保証や優先伝送

の概念及び実現方法に対する検討が不十分であると認識しています。パケット型音声通信も含めて様々な通信系形態やプロトコルが混在する

であろう状況を鑑み、上述の事項について、ＭＮＯの考え方が早期に明らかにされることが必要です。

③帯域で接続するときの帯域幅課金（システムのキャパシティを基に算定した接続料）の算定方式：帯域幅課金は、ネットワークのキャパシティ（最大

どの程度まで収容できるか）に基づく料金で、接続する回線帯域幅（借用するキャパシティ）に依存して決定される料金です。通常、システムの

キャパシティは、最繁時の通信トラフィックに依存して決定されます。帯域幅課金は基本的に最繁時を含め、網接続している期間全てにわたり一定

のキャパシティを借用することを意味する料金ですから、時間単位または送信データ量単位の接続料金と異なり、新たな網接続に起因して最繁時

に追加しなければならない設備量を明確に規定できるという意味で、接続による投資インセンティブを削ぐことのない料金体系です（従来の時間単

位や送信データ量単位の料金は、接続により発生するトラフィックが最繁時を中心に集中する可能性を排除するものではないので、最繁時にお

ける追加設備コストを特定しにくいという意味で、新たな接続が発生したときの投資インセンティブを削ぐ可能性があります）。以上述べた背景も含

め、今後パケット通信のみならず回線交換による通信においても帯域幅課金の概念による接続が今後増加すると予想される中、実際にMNOとの

接続において合意している事例は、ＮＴＴドコモと当社の間の事例が一つあるのみです。従って、普遍的な帯域幅課金の算定方式について幅広い

合意を形成しておくことは、ＭＶＮＯのみならず広く相互接続の促進に資すると考えられ、研究会等での検討が必要であると考えます。

日本通信

■ブロードバンド市場は、これから各事業者の創意工夫や技術革新等により大きく変化・発展していく可能性を秘めた市場であると考えます。こうし

た市場においては、まずは自由競争による取り組みを促すとともに、事業者間においても柔軟かつ多様な取引を可能とすることによって、お客様

が多彩なサービスを享受できるようにすることが重要であると考えます。

したがって、ブロードバンド市場における事業者間取引については、諸外国において光ファイバやＩＰネットワークに対する規制がないといった状況も

踏まえ、電話時代の接続料規制といった経済的規制を持ち込むのではなく、問題が生じたら調整を図るといった事後規制に見直していくことが必要

であると考えます。

ＮＴＴ東日本
・

ＮＴＴ西日本



33５．その他

■抱き合わせについて及び不当廉売（インクリメンタルが低いので長期的には不当廉売になると言っていたこと）について、詳細を出せる範囲で教えて欲しい。

■ある大手携帯電話事業者が、ある金額で法人顧客に携帯電話機販売及び携帯電話による通信サービスの提供を提案し、その後、これらのサービ

スに加えて、ＰＣ等に接続して使用するデータ通信カードとデータ通信サービスを、当初の携帯電話のみの場合に提案していた金額を下回る金額で

提案している事例があると聞いており、これを基にご説明しました。当社で、不当廉売に当たるのではないかと思われる別の事例も把握していま

すが、一般的にこのような状況は表面化せず、その他の不当廉売に当たると思われる情報も存在することを考えると、そもそも現在の通信事業に

対する規制が事後規制であること自体に問題の発端があるように思えます。

通信事業は、移動固定を問わず、莫大な設備投資を必要とし、それが固定費的要素が強いことから、損益分岐点を越えた状態では、わずかな追

加コストで新たな契約者を獲得できる性質があるため、このような不当廉売が発生しやすい環境にあると考えられます。この点も鑑み、今後の規制

の考え方としては、事前規制に基づく制度とすべきと考えます。

また、不当廉売は原価計算が不明確な場合に発生しやすいのも事実です。原価がいくらか正確に把握できないため、いわゆるどんぶり勘定のま

まで担当部門が価格提案している可能性も高いと考えられます。これを防ぐためにも、より厳しい規制会計を導入し、会計情報の透明性を高める

必要があります。

なお、上記の携帯電話とデータ通信は共に同種の移動体通信であるから、これらの組み合わせは抱き合わせ販売ではないとの主張があるかも

しれませんが、消費者の視点からは、音声通信とインターネットアクセスに代表されるデータ通信は明らかに別サービスとして認識されるため、こ

れらを組み合わせた販売は、抱き合わせ販売であると考えられます。

日本通信

■コンピュータ業界、シリコンバレーからみて日本の通信の特殊性（特に垂直統合、ＮＧＮなどについて）について、どう考えていて、そして、今まで及び今の日本の通

信についてどのように評価しているか。また、これからの展望について聞かせて欲しい（ＩＴＵに従うべき等）。

■現時点において、日本は世界で最高の通信環境を有しています。光ファイバーは全国のかなりの地域に敷設され、携帯電話についても第三世

代方式（３Ｇ）が充実し、ＨＳＤＰＡなどの高速通信も可能となっています。このように、設備面では相当に充実した通信インフラを有しているにもか

かわらず、これらの活用面、つまり、サービス競争面においては、欧米各国に相当劣後していると認識されています。即ち、Apple社のiphoneやＡｍａ

ｚｏｎ社のＫｉｎｄｌｅのようなサービス・端末が自発的に誕生しない、あるいはGoogleのようなインタネットの基盤技術・サービス提供業者が誕生し得な

い環境になっています。この原因は、通信設備競争のみが主体となって進み、市場支配力を有する通信事業者がサービス競争を重要視せず、また、

サービス提供業者が利用しやすい通信インフラを提供して来なかったこと等に起因すると分析されています。

端的に言えば、通信網との接続環境（接続料金や提供品質、外部事業者から通信インフラを制御できる環境の構築等）の整備を図り、サービス

事業者を増やしてサービス競争を促進させる手段を講じることが重要です。日本のNGNが使いにくく、新たなサービスが生まれる環境にないと言わ

れるのは、正にその具体例です。インターネットの普及が、サービス事業者が無数に生まれた結果であることを、再度、強く認識する必要がありま

す。この観点から、通信設備保有事業者の方々には、現在の日本が置かれている状況、そしてサービス事業者を積極的に増加させなければ、国

際競争力の点で、せっかくの世界最高の通信インフラが活かされないことを十二分に自覚していただき、設備事業者とサービス事業者との協調が

如何に重要であるかを、今一度、考えていただく必要があります。

日本通信



34５．その他

■斉藤先生のご発言の中に、ユニバについて言及されているものがあったが、どんなコンテンツ事業者でも自由に参入して大丈夫だと考えているか。これからの展

望（自主規制を作る等）についてどう考えているか。

■自由な参入環境が確保されるべきであると考える。一方で利用者保護とコンテンツ業界の健全な発展を目指していく上で、自主規制の策定・運用

は重要であると考えます。自主規制の策定・運用にあたっては、これまでのキャリア裁量型から業界標準型によってオープン化を進めるべきであると

考えます。

ＭＣＦ
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